


高齢孤独死「年6.8万人」の衝撃    毎日新聞6/3朝刊 滝野隆浩専門編集委員 

 衆院決算行政監視委員会で5月13日、驚くべき数字が示された。「高齢独居死 年
間6・8万人」。1年間に自宅で1人で亡くなった高齢者の数を警察庁が初めて推計した。
この数字を引き出したのは立憲民主党の長妻昭氏である。  
 警察庁によると、今年1～3月に自宅で亡くなった1人暮らしの人の数（自殺者も含
む）は2万1716人。うち65歳以上は1方7034人。単純に4倍して年間の死者数が推計さ
れた。1日180人以上の高齢者が、誰にも気づかれず1人で死んでいる計算になる。 
  

「衝撃的な数字ですね」． これまで国は孤立死の実数を調べていなかった。そこで長妻さんが
2022年5月の衆院予算委員会で追及。岸田文雄首相は「（孤立死の）定義を明らかにしたうえで
実態を把握していく」と答弁した。その結果の一端が2年たって、やっと公表された。                                                                 

「英国のまねで孤独・孤立対策の担当大臣までつくっておいておかしな話です」 決算行政監視
委では、長妻さんが「年内に総数（の確定）を」と求めても、担当者は「時期を申し上げるのは困
難」というばかり。ちなみに孤立死の定義はまだ確定していないらしい。実数がわかると、何か不
都合なことがあるのだろうか。 

 日本の高齢者はなぜこんなに孤立し、死んでいくのだろう。「背景には自分の身の回りのことを
放棄するセルフネグレクト（自己放任）があると考えます。そうした人のケアを誰がするのか。決
めていくのが政治の神髄で、手当てが行き届いていないのは致命傷ですよ」。長妻さん厚生労
働相時代は、豊かに見える社会の貧困の実相に向きあうために「相対的貧困率」を初めて公表
した。数字にこだわるのは、ぞのインパクトで社会課題の壁をこじ開けられると信じているから。
「年6・8万人」も、孤立社会のケアのあり方を真剣に考えるきっかけになる。ところでどんな社会
が理想ですか？ 「すべての人に居場所と出番がある社会これ目指しましょうよ！」    
                                 

大きな社会問題になっている「高齢孤独死」。先行的モデル地域に対応策は? 


